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テムを構築することが求められている (厚生労働省, 2013a)。 
介護用事業では要支援・要介護認定者を除く一般高齢者は、生活機能を問うアンケートである基本チェ
ックリストを用いて活動的な高齢者 (一次予防事業対象者) か、要支援・要介護に陥るリスクの高い高齢者 













後の心疾患維持期高齢者 (心疾患の維持期リハビリに相当し要支援・要介護認定非該当者) も含まれる (図
1-1)。彼らの生命予後延伸には維持期リハビリの効果的な運動療法が重要であるが、身体機能は運動療法の










これらの検証を行う上で、一般高齢者全般にわたる身体機能の報告 (南ら, 1998; Cooper et al., 2011) は
多数あるが、介護予防運動教室に参加した一次・二次予防事業対象者を対象に、男女別に一定期間の運動
療法の効果を検討した研究は少ない。また、運動期間は基本的に 1 クール (3 カ月) で運動介入を実施して
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高 ← 生活機能レベル → 低
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平成 25 年簡易生命表による男性の平均寿命は 80.21 年、女性は 86.61 年、男性は世界 4 位、女性は第 1





齢化は進み、2055 年には 40.5％となり 5 人に 2 人が 65 歳以上となる。少子高齢化は労働人口の減少を招
き、社会保障制度の維持が難しくなる。また、高齢者人口の増加に伴い国民医療費が高騰する。医療費で
は、心疾患、脳血管疾患および悪性新生物などの生活習慣病が上位を占め、これらの疾患を予防するため
の一次・二次予防が重要になる (出村, 2012a)。 
 




では、65 歳以上の者を高齢者として位置づけている (WHO, 1984)。高齢者の医療の確保に関する法律施行
規則では、65～74 歳までを前期高齢者、75 歳以上を後期高齢者と規定している (厚生労働省, 2007)。 
 



















Strehler and Midlvan (1960) は、「老化とは加齢に伴いすべての生物に見られ、時間の経過とともに起
こるすべての変化を指す。老化の特徴として intrinsicality (内在性)、universality (普遍性)、progressiveness 







第 2 節 身体活動 (運動) と健康 
 
本節では身体機能、身体活動、体力 (身体機能) および健康相互の関連と健康関連体力についてまとめる。 
 
身体活動 (Physical activity) とは、骨格筋の働きによってなされる身体の動き全般を指し、日常生活 (仕
事、スポーツ余暇など) の中でエネルギー消費を生じさせる原因となる。運動 (Exercise) は身体活動の一
部であり、身体機能向上や維持を目的とした計画的な反復性のある身体活動である  (Caspersen et al. 




の維持増進につながる (出村, 2012b)。 
 
近年、健康の維持増進に関連する体力は健康関連体力と呼ばれ、全身持久力  (Cardiorepiratory 
endurance)、筋力・筋持久力 (Muscle strength, Muscular endurance)、柔軟性 (Flexibility) および身体
組成 (Body composition) の 4 つの要素から構成されている。健康を支える基盤として健康関連体力 
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第 1 項 身体機能テスト 
 
 木村 (2008) は、高齢者の身体機能評価は①安全にできる、②安価で簡単にできる、③どこでもできる、
④青壮年層と比較できることを挙げている。身体機能は、一般に筋機能 (筋力、瞬発力、筋持久力) 、神経
機能 (敏捷性、平衡性、巧緻性、協応性など)、関節機能 (柔軟性)、心肺機能 (全身持久力) に分類される (猪







第 2 項 高齢者の身体機能テストの指標 
 
高齢者の身体機能テストの指標として報告されている研究報告を以下にまとめる (表 2-1)。 
 






Rantanen et al. (1994) は、「握力は全身の筋力を反映する指標で、下肢筋力、歩行能力および移動能力
に強く影響する」と報告している。 
 






Guralnik et al. (1995) は、「5m 通常歩行テストは、下肢筋力法として、立位の平衡性、8 フィート歩行、
および椅子の 5回の反復起座動作に比べて最もADL障害発生を予測するのに有効である」と報告している。 
 




Verghese et al. (2006) および Astephen et al. (2008) は、「高齢者の歩行能力が生活機能や認知機能を把
握する指標として有効である」と述べている。 
 
木村ら (1989) は、「高齢者の開眼片足立ちテストは、個人差が大きく信頼性が低い」と報告している。 
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Herman et al. (2005) および猪飼ら (2006) は、「開眼片足立ちの測定は立位姿勢で行われるため、下肢
筋力や歩行能力と密接な関係がある」と報告している。 
 
Podsiadlo and Richardson (1991) は、「Timed Up & Go Test (TUG) テストは、全身の素早い機敏な動
作が要求される」と報告している。また、Podsiadlo and Richardsonl (1991)、Samson et al. (2000) およ
び Bischoff et al. (2001）は、「TUG テストは高齢者の歩行能力、下肢筋力、バランス能力 (平衡性) およ












第 3 項 文部科学省新体力テスト 
  
 表 2-2 は、文部科学省の新体力テスト項目を示している。このテストは 6~11 歳、12~19 歳、20~64 歳
65~79 歳という年齢区分で設定されている (文部科学省, 2000)。全ての年齢区分の共通種目に握力 (筋力) 、
上体起こし (筋持久力)、長座体前屈 (柔軟性) がある。また、全ての年齢区分に全身持久力を測定する項目
として (20m シャトルラン、持久走、急歩、6 分間歩行) が含まれる。さらに、65 歳以上の高齢者を対象
としたテストが設定されている。この中には 10m 障害物歩行 (歩行能力)、開眼片足立ち (平衡性) および
高齢者の日常生活の自立に必要とされる身体機能を測定する ADL (Activities of daily living:日常生活活動) 




歩行能力、階段昇降、椅子立ち上がり動作に有効である Guralnik et al. (1993) 　
背筋力や脚筋力とも高い関係がある Rantanen et al. (1994) 
全身の筋力を反映する指標で、下肢筋力、歩行能力、移動能力に強く影響する Visser et al. (2005)
上体起こし 上体起こしの不可能な人達は、可能な人達に比べ長座体前屈が劣る 村田ら (2010)
ADL障害発生を予測するのに有効である Guralnik et al. (1995) 　
前期高齢者では最大歩行テスト、後期高齢者では通常歩行テストが予測力が高い 新開 (2000)
高齢者の生活能力や認知機能を把握する指標として有効である Verghese et al. (2006)、Astephen et al. (2008)
下肢筋力や歩行能力と密接な関係がある Herman et al. (2005)、猪飼ら (2006)
個人差が大きく信頼性が低い 木村ら (1989)
TUGテスト
Podsiadlo and Richardson (1991)、Samson et al. (2000)
Bischoff et al. (2001）







テストがある (出村, 2012c)。 
 
以上のことから、新体力テストの測定項目である握力、上体起こし、長座体前屈、10ｍ障害物歩行、開
眼片足立ちおよび 6 分間歩行は、65 歳以上の高齢者の身体機能を的確に捉えられると判断される。 
 
 
      











第 4 項 介護予防運動教室の身体機能テスト 
 
 介護予防運動教室に参加している高齢者の運動効果の判定として実施している身体機能テストは、握力
(筋力)、開眼片足立ち (平衡性)、Timed Up & Go：TUG (移動能力) および 5m 通常歩行時間 (歩行能力) の
4 種目がある。これらの測定項目は、最も安全で短時間で簡単に行えるにも関わらず、参加者の身体機能を
的確に把握することができる (厚生労働省, 2012b)。 
 









測定項目 6～11歳 12～19歳 20～64歳 64～79歳
握力 〇 〇 〇 〇
立幅跳び 〇 〇 〇
上体起こし 〇 〇 〇 〇
50m走 〇 〇
ソフトボール投げ 〇 〇
長座体前屈 〇 〇 〇 〇
反復横跳 〇 〇 〇







表 2-2. 新体力テスト対象年齢別測定項目 
(出村, 2012c) 参照 
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心筋症、心不全、また危険な不整脈として心室細動および心房細動がある (木全と齊藤, 2002)。 
 
厚生労働省発表の「人口動態統計の概況」によると 2013 年の死因別死亡総数のうち心疾患は 196,723 人
で、死因別死亡数全体の 15.5%を占め、悪性新生物 (がん) に次ぐ第 2 位である。男女別の死因別死亡数で
も、男性は 91,445 人で全体の 13.9%、女性は 105,278 人で全体の 17.3%で、男女とも死因の第 2 位である 
(厚生労働省, 2013c)。 
 
厚生労働省発表の 2011 年「患者調査 (傷病分類編）」によると 65 歳以上の高血圧性を除く心疾患患者数
は 1246,000 人と報告されている (厚生労働省, 2011)。 
 
























第 3 項 心疾患の障害認定基準 
 
厚生労働省 (2013d) の改正された身体障害者福祉法施行規則「身体障害認定基準」では以下の通りに定






1. 等級表 1 級に該当する障害は次のいずれかに該当するものをいう。 
① 次のいずれか 2 つ以上の所見があり、かつ安静時または自己身辺の日常生活活動でも心不全症状、狭
心症症状、または繰返しアダムスストークス症候群の発作が起こるものとしている。 
 




e 心電図で第 2 度以上の不完全房室ブロック所見があるもの 
f 心電図で心房細動又は粗動所見があり、心拍数に対する脈拍数の欠損が 10 以上のもの 
g 心電図で ST の低下が 0.2mV 以上の所見があるもの 






2. 等級表 3 級に該当する障害は次のいずれかに該当するものをいう。 
① 1-①の a から h までのうちいずれかの所見があり、かつ家庭内での極めて温和な日常生活には支障が
ないが、それ以上の活動では、心不全症状もしくは狭心症症状が起こるもの、または頻回に頻脈発作を起
こし救急医療を繰返し必要としているものとしている。 

























第 1 項 心臓リハビリテーションの概要 
 




























動療法の取り組み方によりその後の身体機能は大きく異なる  (Rockvill and Agency for Health Care 


































































        
    
    
    








くり対策 (アクティブ 80 ヘルスプラン)、2000 年の第三次国民健康づくり対策 (健康日本 21) などがある 









ている。「AmbulanteHerzgruppe」の施設は全国で 5500 箇所もある (長山, 2007)。 
 








図 2-1. 運動介入の有無による心疾患維持期高齢者の身体機能の推移 














設および NPO 法人などに限られ、ドイツに比べて維持期リハビリの実施施設が不足している状況にある。 
 






によって異なる (循環器学会 2011 年合同研究班, 2012b)。 
 
 Adess (2001) は、「心疾患患者における運動耐容能は、運動療法開始から 3～ 6 か月後に 11～36％向上
し、運動耐容能の低い患者でより大きい効果が得られる。運動療法による改善は運動強度があまり低いと
十分に得られない可能性があり、嫌気性代謝閾値 (Anaerobic threshold: AT) 程度の運動が望ましい」と報
告している。 
 




Morrin et al. (2000) は、心筋梗塞後患者 126 名を対象に維持期心臓リハビリを 24 週間行い、開始後 3












第 3 項 推奨される運動療法 
 
Wenger et al. (1995) は、心臓リハビリの運動耐容能の改善を目的とした運動療法は、歩行や自転車走行
など大きな筋群を用いる動的な有酸素運動が用いて、最高酸素摂取量の 40～85%、あるいは最高心拍数の
50～90％の運動強度で実施することを推奨している。この強度の有酸素運動を 1 日 20～40 分間行い、週
3 回以上の頻度で 12 週間以上継続した場合に最も安定した効果が得られると述べている。 
 
Fletcher et al. (2001) は、心血管患者の処方強度に推奨される中強度の運動強度は最高酸素摂取量の 40
～60%、最大心拍数の 55～69%、心拍数予備能では 40～60% (Karvonen 法の k＝0.4～0.6) であると述べ
ている。 
 
心疾患維持期高齢者の推奨される運動療法および強度は、無酸素作業閾値 (AT レベル) の有酸素運動お
よび最大負荷の 40～60%のレジスタンス運動である (Jolly et al, 2009; 循環器学会 2011 年合同研究
班,2012c)。 
 
 Tsuji et al. (2000) は、60 歳以上の心疾患高齢者 65 名 (男女込み) を対象に無作為化比較試験を実施し
た結果、週 2 回、2 時間の有酸素運動と筋力運動を 25 週続けた群 (運動群) は、対象群に比べて最大酸素
摂取量が運動開始前に比べて有意に増加し、有酸素運動能力が 5 歳分若返ったと報告している。 
 
以上のことから、心臓リハビリとして最も推奨される運動療法は、無酸素作業閾値 (AT レベル) の有酸
素運動を 20～40 分間/日、および最大負荷の 40～60%のレジスタンス運動を週 3 回以上の頻度で実施する
必要がある。 
 
第 4 項 運動療法の適応と禁忌 
 
●運動療法の原則 
 運動療法には原則がある。第 1 に安全であることで、対象者の運動目的、運動リスク、臨床的背景に応
じて運動強度を個々の症例に併せて対応する必要がある。第 2 は運動療法が効果的であることで、再発予
防、疾病の回復、冠危険因子の改善および身体機能の向上などを目的とする。第 3 は長続きすること、運







(American Heart Association: AHA) による Exercise standard では、心血管系疾患の対象は①虚血による
運動負荷試験異常、②狭心症、③心筋梗塞後、④AC バイパス術 (CABG)、⑤経皮冠動脈形成術 (PTCA)、




 米国心臓病協会 (AHA) の診断基準は、表 2-5 に示すような疾患または病態を有する患者は原則として運


















        
 






























表 2-5. 運動療法の禁忌 
(Fletcher et al. 2001) 参照 
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理念のもと、2000 年 4 月に創設したのが介護保険制度である。介護保険制度は、単に介護を要する高齢者
の身の回りの世話をするだけでなく、高齢者の自立を支援することを理念とし、利用者の選択により保健







るものとする (介護保険法第 4 条第 1 項 (国民の努力及び義務)。 
 
2006 年から施行された改正介護保険法では、上記の介護保険法第 4 条に規定する「要介護状態となるこ
とを予防するため」の具体的な手段として、次の 2 つの仕組みを明確に位置づけた (厚生労働省, 2005) 
 
① 被保険者の申請に基づき要支援認定をした結果、要支援 1、2 と認定された方に対する予防給付 
(法第 52 条) 
② 地域支援事業による介護予防事業及び介護予防ケアマネジメント業務 
(法第 115 条の 45 第 1 項 第 1 号及び第 2 号) 
 
以上のことから、介護保険法は要支援・要介護にならない、あるいは重度化させない「介護予防」を重















たって管理すべき疾患がある者については、医師の判断に基づき実施している (厚生労働省, 2012a)。 
 
厚生労働省 (2012d) は、「基本チェックリストの配布者は15,047,457人(高齢者人口の48.6%)、回答者は











 遠又ら (2011) は、「一般高齢者14,636人に基本チェックリストを実施し、その後1年間の介護保険認定状
況を調査した結果、基本チェックリストの点数とともに要介護認定発生率が上昇した」と報告している。 
 












回答率が地域高齢者人口の 37.1%で、平成 24 年度で把握されている二次予防事業対象者数は、2,962,006
















































第 1 項 高齢者の身体機能特性 
 


























Pereira et al. (2012) は、「女性の身体機能は男性より劣るので転倒リスクが高いが、併存疾患数、除脂
肪体重および平衡性能力が同じ条件下では、男性は転倒リスクが女性より高くなる」と報告している。 
 
Carnethon et al. (2005) および Atlantis et al. (2009) は、「全身持久力や筋力の低い高齢者は、肥満、
高血圧および高血糖などの生活習慣病の発現リスクが高い」と報告している。 
 
村田ら (2006) は、「一般高齢者 (平均年齢 70.7 歳) を対象に開眼片足立ちを測定した結果、開眼片足立
ちを 30 秒間保持できれば転倒を予防できる可能性がある」と報告している。 
 












Blain et al. (2010) は、「平衡性および移動能力の衰えは、75 歳以上の女性における 8 年後の死亡率の
強力な予測因子である」と述べている。 
 












第 2 項 心疾患既往高齢者の身体機能特性 
 
竹田ら (1996) は、「心疾患を有する高齢者の活力年齢 (身体の総合的な健康体力水準を表す指標) は同
性・同年齢の一般人に比べて約 7～10 歳も高い」と報告している。 
 
岡林ら (1997) は、「心筋梗塞症例 500 名 (男性 323 例，女性 177 例，年齢 62.6±11.5 歳) を 70 歳以上






Yu et al. (2004) は、「心疾患既往者の身体機能の評価では、呼吸、循環および代謝の総合的な指標である











黒瀬ら (2009) は、「維持期リハビリを実施している心疾患維持期高齢者を含む地域高齢者 (平均年齢
66.2 歳) を対象に身体機能テストを実施し、心疾患の有無による身体機能を男女別に比較した結果、心疾



















第 8 節 一般高齢者の身体機能の性差および年代差に関する研究 
 
本節では、一般高齢者の身体機能の性差および年代差に関するこれまでの先行研究の知見を整理し、各
身体機能の特性についてまとめる (表 2-6)。 
 
第 1 項 一般高齢者における身体機能の性差 
 










Lynch et al. (1999)、Valour et al. (2003)、首都大学東京体力標準値研究会 (2007)、Nagasawa et al. 
(2010) および Ishizaki et al. (2011) は、「一般高齢者の握力は男性が女性より優れる」と報告している。 
 
 
表 2-1 身体機能テスト項目の性差および年代差一覧表 
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Cooper et al. (2011) は、「60 歳以上を対象にした一般高齢者の開眼片足立ちおよび閉眼片足立ちは、加
齢とともに低下し、女性より男性が優れる」と報告している。 
 











島田ら (2006) は、「一般高齢者 (平均年齢 74.8 歳) を対象に TUG テストを実施した結果、すべての年
代 ( 60 歳～90 歳) で男性は女性に比べて優れる」と報告している。 
 
新谷ら (2008) は、「65～89 歳までの一般高齢者を対象にファンクショナルリーチの性差を検討した結果、
70～74 歳および 80 歳以上で女性が男性に比べ有意に低い」と報告している。 
 
杉本ら (2012) は、「65 歳以上の心疾患維持期高齢者 29 名 (平均年齢男性 74.1 歳，女性 74.0 歳) を対象
に 1 年間、集団スポーツ運動プログラムの参加による身体機能の変化を性差および運動前後差で検討した
結果、握力は男性が、長座体前屈は女性が優れ、男性のみ握力が 1 年後に劣った。10m 障害物歩行は、男
女とも 1 年後に劣るが TUG は改善された。10m 障害物歩行、TUG、上体起こし、開眼片足立ち、6 分間歩
行および座位ステッピングは性差が認められなかった」と報告している。 
 












Bohannon et al. (1984) は、「開眼片足立ちは、60 歳代から低下し 70 歳代では更に顕著に低下する」と
報告している。 
 
Himann et al. (1988) は、「19 歳から 102 歳までの大規模な歩行能力調査を実施した結果、歩行速度は




木村ら (1989) は、「一般高齢者 895 名を対象に、日本人の身体機能ピーク時の値と比較した結果、60～
80 歳の各年齢の相対的な機能水準は、握力、ステッピングおよび長座体前屈が 50～70%、垂直跳びが 20
～50%、閉眼片足立ちが 5～20%まで低下した」と報告している。 
 




島田ら (2006) は、「一般高齢者 959 名 (平均年齢 74.8 歳) を対象に、TUG の加齢変化を検討し、男女
とも 70 歳未満と 70 歳以上に年代差が認められたが、男性では他の年代間に差が認められなかった。女性
では 70～74 歳と 80～84 歳、85 歳以上間、75～79 歳と 80～84 歳、85 歳以上間、80～84 歳と 85 歳以
上間に年代差が認められた」と報告している。 
 


















第 9 節 運動介入による高齢者の身体機能の変化に関する研究 
 
本節では、地域の介護予防運動教室などで継続的に実施された運動介入による、一般高齢者 (一次・二次
予防事業対象者) に関するこれまでの先行研究の知見を整理し、各身体機能特性についてまとめる (表 2-7)。 
 
Lord et al. (1995) は、「女性一般高齢者 (平均年齢 71.6 歳) を対象に 1 年間、週 2 回の筋力運動とバラ
ンス運動を実施した結果、静止立位時の重心動揺に有意な改善が認められた」と報告している。 
 
衣笠ら(2005) は、「老研式活動能力の未満点者である低体力者 30 名 (平均年齢 75.6 歳:男女込み) を対象
に無作為化比較試験を実施した結果、6 ヶ月間、週 2 回の座位と立位でのエアロビクス運動および筋力運動
を実施した運動介入群は、6 ヶ月後に歩行スピードが有意に改善されたが、月 1 回のエアロビクス運動を実




表 2-6. 身体機能テスト項目の性差および年代差 
身体機能項目 性差 年代差 文献リスト
握力 〇 〇
木村ら (1989)、南ら(1998)、Lynch et al. (1999)、Valour et al. (2003)
首都大学東京体力標準値研究会 (2007)、Nagasawa et al. (2010)、
Ishizaki et al. (2011)、出村（2012d)、杉本ら (2012)
上体起こし、 〇、△ 〇、△ 丸山ら (2004)　杉本ら (2012) 
長座体前屈 △ 〇 南ら(1998)、Riemann et al. (2001)、Gusi et al. (2012)、杉本ら (2012) 
開眼片足立ち　閉眼片足立ち 〇、　△ 〇
木村ら (1989) 、南ら(1998)、Cooper et al. (2011)、杉本ら (2012)
Bohannon et al. (1984)、猪飼ら (2006)
10m障害物歩行 〇 〇 丸山ら (2004)、杉本ら (2012)、Thaweewannakij et al. (2013) 
6分間歩行 〇、△ △ 杉本ら (2012) 　Thaweewannakij et al. (2013) 
膝伸展・屈曲ピークトルク 〇 〇 Borges (1989) 
最大酸素摂取量 〇、△ 〇 Weiss et al. (2006)
TUG 〇 〇、△ 島田ら (2006)、杉本ら (2012) 、Thaweewannakij et al. (2013)
座位ステッピング △ △ 木村ら (1989) 、杉本ら (2012) 、出村（2012d)
垂直とび 〇 〇 南ら(1998)、出村（2012d)、木村ら (1989) 
肺活量 〇 〇 南ら(1998)
歩行速度 〇 〇 Thaweewannakij et al. (2013)、Himann et al. (1988)、猪飼ら (2006)
ファンクショナルリーチ 〇 〇 猪飼ら (2006)、新谷ら (2008) 
タッピング、全身反応時間 △ 〇 南ら (1998)、Kent and Ng (1999)、出村（2012d)









河津ら (2008) は、「一次予防事業対象者 21 名 (平均年齢 74.1 歳:男女込み) を対象に筋力運動およびバ
ランス運動 (8 種目) を 3 カ月間実施した結果、握力、歩行スピード、TUG および 6 分間歩行が改善され
たが、長座体前屈および開眼片足立ちは改善されなかった」と報告している。 
 
門屋と丸山 (2009）は、「継続年数 3 年以上、週 1 回の筋力アップ教室に参加した一般高齢者 254 名 (平
均年齢 72.4 歳:男女込み）では、下肢筋力および平衡性が運動開始前に比べて改善された」と報告している。 
 
滝本ら (2009) は、「一般高齢者 95 名 (平均年齢 77.8 歳:男女込み) を対象に 週 2 回、3 カ月間、自重・
重錘バンドを用いた筋力運動を実施した結果、最大膝伸展筋力、開眼片足立ち、TUG および 10m 歩行時間
の改善が認められ、運動プログラム前の体力水準の低い者ほど改善が認められた」と報告している。 
 
稲垣ら (2012) は、「一般高齢者 130 名 (平均年齢 74.6 歳:男女込み) を対象に転倒予防を中心ととした筋
力運動 (4 種類)とストレッチ (3 種類) を 3 ヶ月間 (月 2 回の指導と自主トレーニング) 実施した結果、歩
行能力および敏捷性は改善されたが、長座体前屈および開眼片足立ちは改善しなかった」と報告している。 
 
山田と吉田 (2010) は、「二次予防事業対象者 75名 (平均年齢 78.1歳:男女込み)、要支援高齢者 122名 (平
均年齢 84.0 歳: 男女込み) 、要介護者 89 名 (平均年齢 83.6 歳: 男女込み) を対象に、ゴムバンドを用いた









予防運動教室は、基本的に 1 クール (3 カ月) で運動介入を実施しているので、研究報告は 1 クール (3 カ






  表 2-7. 運動介入による高齢者の身体機能変化 











































Lord et al　(1995) 
一般高齢者95名

































第 1 節 問題の整理 
 























問題 1   
先行研究では一般高齢者の身体機能は、下肢筋力および平衡性の低下が著しく、性差では筋力、筋持久
力、平衡性、歩行能力および移動能力は男性、柔軟性は女性が優れ、敏捷性には差がないと報告されてい
る (第 2 章、8 節、第 1～2 項）。一方、心疾患維持期高齢者は運動耐容能として全身持久力のみ測定するこ
とが多く、総合的に身体機能を検証した研究報告は限られる (黒瀬, 2009)。心疾患既往者は、心疾患の発症
により年齢以上に身体機能低下が大きく (竹田, 1996)、治療効果、リハビリ継続率には性差および年代差が
あり、女性は生命予後が男性より悪いことが報告されている (Möller-Leimkühler, 2008; Audelin et al., 
2008)。これらの特性は心疾患維持期高齢者の運動介入後の身体機能にも影響することも想定される。よっ
て効果的な心疾患維持期の運動プログラムを提供する上で、彼らの身体機能特性を性差および年代差で把

















問題 3   
介護予防運動教室は、3 カ月間として運動期間が設定されている。先行研究は男女込みで運動介入効果の
検証には 3 カ月間が多く、それ以上の中・長期的な期間では十分な結果が得られていない。3 か月間の運動
介入効果は、筋力、歩行能力および移動能力は改善されるが、平衡性は改善されないと報告されている (河


















・検討課題 I 定期的な集団スポーツ運動療法に 1 年間参加した心疾患維持期高齢者の身体機能の性差 
および年代差の検討 




よび年代差 (第 5 章)。 
検討課題I-2  標準値との比較からみた定期的な集団スポーツ運動療法に1年間参加した心疾患維持期高
齢者の身体機能の性差および年代差 (第 6 章） 
 
・検討課題Ⅱ 介護予防運動教室の運動療法に１年間参加した二次予防対象者の身体機能の変化：一次予防 








第 3 節 仮説の設定 
 
 本研究では、第 3 章・第 2 節で設定した検討課題に関して、本研究において検証すべき仮説を以下のよ
うに設定した。 
 
検討課題Ⅰ-1  定期的な集団スポーツ運動療法に 1 年間参加した心疾患維持期高齢者の身体機能の性差お
よび年代差（第 5 章） 
・仮説Ⅰ-1-1：定期的な集団スポーツ運動療法に1年間参加した男性心疾患維持期高齢者は握力 (筋力) が、
女性高齢者は長座体前屈 (柔軟性) が優れ、上体起こし (筋持久力)、開眼片足ち (平衡性)、
10m 障害物歩行 (歩行能力)、6 分間歩行 (全身持久力)、TUG (移動能力) および座位ステッ
ピング (敏捷性) には性差がない。 
･仮説Ⅰ-1-2:定期的な集団スポーツ運動療法に 1 年間参加した心疾患維持期高齢者の全ての身体機能にお 
いて、前期高齢者が後期高齢者より優れる。 
 
検討課題Ⅰ-2  標準値との比較からみた定期的な集団スポーツ運動療法に 1 年間参加した心疾患維持期高 
齢者の身体機能の性差および年代差（第 6 章） 
・仮説Ⅰ-2:  定期的な集団スポーツ運動療法に 1 年間参加した心疾患維持期高齢者の 10m 障害物歩行 (歩 
行能力)、および 6 分間歩行 (持久力) は、男女とも、また前期および後期高齢者ともに一般 
高齢者 (標準値) と同等以上であり、握力 (筋力)、上体起こし (筋持久力)、開眼片足立ち(平 
衡性) および長座体前屈 (柔軟性) は劣る。 
 
検討課題Ⅱ   介護予防運動教室の運動療法に 1 年間参加した二次予防事業対象者の身体機能の変化：一
次予防事業対象者との比較から (第 7 章) 
･仮説Ⅱ-1:  介護予防運動教室の運動療法に 1 年間参加した二次予防事業対象者の握力 (筋力)、開眼片足 
立ち (平衡性)、5m 通常歩行時間 (歩行能力) および TUG  (移動能力) は向上する。 
･仮説Ⅱ-2:  介護予防運動教室の運動療法に 1 年間参加した二次予防事業対象者の握力 (筋力)、開眼片足 











国勢調査においては 1960 年まで 60 歳以上を「老年人口」としており 65 歳以上を「老年人口」としてい




区分の目安にしている (厚生労働省, 2013f)。国際連合の世界保健機関 (WHO) は、「高齢者とは、一定の
年齢 (成人) 以上で職業生活から引退し、社会の第一線から退いた人」として捉え、65 歳以上の人のこと
を高齢者と定義している。従って、本研究では、前述した社会的背景および対象の特性を踏まえた上で、








地域高齢者は、施設や病院ではなく特定の生活地域 (コミュニティ ) で生活する高齢者を指す
(Community dwelling elderly)。本研究では、研究対象となった地域に在住している要支援・要介護認定者
を含む、65 歳以上のすべての高齢者を地域高齢者と定義する (図 3-1) 。 
 
【一次予防事業対象者】 
   基本チェックリストにより二次予防事業対象者に該当しなかった高齢者は、一次予防事業対象者に分類
される。主として活動的な状態にあり、生活機能の低下が認められない高齢者を一次予防事業対象者と定
義する (図 3-1) 。 
 
【二次予防事業対象者】 









は「いいえ」で回答する。二次予防事業対象者は、①項目 1～20 の合計が 10 点以上、②項目 6～10 の合計
が 3 点以上、③項目 11～12 の合計が 2 点、④項目 13～15 の合計が 2 点以上で、4 つのいずれかに該当す
る者と定義されている (図 3-1 および表 3-1)。本研究では二次予防事業対象者に該当したものは、生活機能
の低下が認められると判断し、生活機能の低下が認められる高齢者を二次予防事業対象者と定義する。上
記に該当する者のうち基本チェックリストの項目 16 に該当する者、項目 18-20 のいずれかに該当する者、
項目 21～25 までの項目のうち 2 項目以上に該当する者は、閉じこもり、認知機能の低下およびうつの予




れている (厚生労働省, 2012a) (図3-2, 表3-2)。 
 
【三次予防事業対象者】 















介護予防マニュアル(改正版) 二次予防事業の実施方法について (厚生労働省, 2012a) 参照 













表 3-1 基本チェックリスト 
NO.
1 0 はい 1 いいえ
2 0 はい 1 いいえ
3 0 はい 1 いいえ
4 0 はい 1 いいえ
5 0 はい 1 いいえ
6 0 はい 1 いいえ
7 0 はい 1 いいえ
8 0 はい 1 いいえ
9 1 はい 0 いいえ
10 1 はい 0 いいえ
11 1 はい 0 いいえ
　　* BMI=体重 (kg)÷身長　(m)÷身長　(m)
13 1 はい 0 いいえ
14 1 はい 0 いいえ
15 1 はい 0 いいえ
16 0 はい 1 いいえ
17 1 はい 0 いいえ
18 1 はい 0 いいえ
19 0 はい 1 いいえ
20 1 はい 0 いいえ
21 1 はい 0 いいえ
22 1 はい 0 いいえ
23 1 はい 0 いいえ
24 1 はい 0 いいえ
25 1 はい 0 いいえ





























































  身長　　　　　Cm　　　　体重　　　　Kｇ　　      (BMI                  ) 　BMIは18.5以上ですか
 


















図 3-2. チェックシートを活用した医師の判断を求める対象者把握の流れ 































表 3-2. 運動プログラム参加に係るチェックシート 









ビリを行う時期である (循環器学会 2011年度合同研究班, 2012a)。本研究では心疾患維持期高齢者を、主
疾患が心疾患で心臓リハビリの維持期に相当し、発症から 6 カ月以上経過して現在は病状が安定している
65 歳以上の要支援・要介護認定非該当者と定義する。心疾患維持期高齢者は生活機能により一次および二

















び出村 (2012c) の行動体力の機能に相当し、本研究では 9 項目の身体機能テストから、筋力、筋持久力、
柔軟性、敏捷性、平衡性、全身持久力、歩行能力および移動能力をまとめて身体機能と定義する。 
 
【ADL (Activities of Daily Living: 日常生活活動)】 
Lawton and Brody (1969) は、「ADL は職業やレクリエーションを除く、起床より就寝までになされる
すべての動作」と定義している。日本リハビリテーション医学会は、「ADL は、ひとりの人間が独立して生
活するために行う基本的な、しかも各人ともに共通に毎日繰り返される一連の身体動作」と定義している 






るために、文部科学省の新体力テスト ADL 調査項目 (第 4 章・第 4 節・第 2 項参照) を用いて、ADL の成
就能力を捉えることとした。ADL 項目は、4 動作領域 (移動系動作、操作系動作、平衡系動作、姿勢変換
系動作) から構成され、自立生活を営むために必要な日常生活動作 12 項目から評価する。各項目は 3 点満
点で評価され、ADL 総合得点の範囲は 12～36 点である。回答者は、各質問について該当する番号を選択






































いる。測定項目は、握力 (筋力) 、上体起こし (筋持久力)、長座体前屈 (柔軟性)、開眼片足立ち (平衡性)、
10m障害物歩行 (歩行能力) および6分間歩行 (全身持久力) の6種目で構成されている (文部省, 2000; 植














第 1 項 被験者による限界 
 
本研究では、全ての被験者は、本研究の趣旨や目的を十分に理解した上で、参加同意を得て 1 年間の運
動介入を実施した。検討課題Ⅰ-1および検討課題Ⅰ-2では、心疾患維持期高齢者 167 名 (前期高齢者:男性













区が実施する地域支援事業の介護予防運動教室において 1 年間、週 1 回継続的に運動療法を実施した。彼
らも同様に介護予防教室に運動参加が認められ、自主的に運動療法を実施できた一次・二次予防事業対象









検討課題Ⅰ-2では、文部科学省の新体力テスト (6 種目) を、検討課題Ⅱは、厚生労働省の介護予防継続的




























Ⅱでは、身長、体重および BMI 指数で評価できると仮定した。本研究では検討課題Ⅰ-1 が計 8 項目、検
討課題Ⅰ-2 が文部科学省の新体力テスト 6 項目、検討課題Ⅱが厚生労働省の介護予防継続的評価分析で実
施している身体機能測定 4 項目で身体機能テストを実施した。本研究では、上述した研究の限界のもと、
これまでの先行研究の結果を整理した上で上記の評価変数および第 4 章・第 5 節・第 3 項に示した測定方
法により、身体機能を評価できると仮定した。 
高齢者の ADL を評価するテストは、多種存在するが、本研究では、高齢者の ADL 成就能力を、第 4 章・




















2 つの平均値の差の大きさは、効果の大きさ (ES：Effect Size) により検討した。Cohen の提案に基づき
0.2 以下は小さい、0.5 は中程度，そして 0.8 以上は大きいと解釈した。また、二要因分散分析後の各要因
の効果の大きさ (eta squared:η2) は、水本と竹内 (2008) の報告を参考に、0.01 は小さい、0.06 は中程度、
0.14 は大きいと解釈した (水本と竹内, 2008)。 
以上の統計解析による限界のもとで、本研究において得られる結果を考察し、検討課題を遂行した。い
ずれの統計解析においても統計的な有意水準は 5%に設定した。すなわち、帰無仮説が正しいにも関わらず、










第 1 節 仮説検証の手順 
 
 本研究では、第 3 章において解決すべき検討課題を設定し、問題に即した仮説を設定した。また、本研
究における具体的検討課題を提示した。 



























































検討課題Ⅰ-1およびⅠ-2：測定および調査の被験者は、心疾患の既往を有する維持期高齢者 167 名［ (男
性：前期高齢者 29 名, 70.4±3.3 歳, 後期高齢者 49 名, 80.2±3.8 歳)、(女性：前期高齢者 45 名, 71.9±2.2 歳，
後期高齢者女性 44 名 79.1±3.2 歳) ］であった。全ての被験者は心臓リハビリの維持期に相当し、心疾患発
症から 6 カ月以上経過し、現在は病状が安定し、要支援・要介護認定を受けていない 65 歳以上の高齢者と
した (第 3 章・第 4 節参照)。本研究の心疾患維持期高齢者は、運動中の安全性を考慮し、年 1 回医療機関
で健康診断および心肺運動負荷試験も含めた心機能検査を実施し、医師の判断に基づき運動療法参加が認
められた者であった。彼らは、医師が作成した運動処方箋に基づき、自ら積極的に週 2 回の 90 分間の集団
スポーツ運動療法に 1 年間継続的に実施できた高齢者であった。 
 
検討課題Ⅱ：被験者は、介護予防事業が主催している介護予防運動教室の運動療法に参加した女性二次
予防事業対象者 28 名 (78.2±6.4 歳) および女性一次次予防事業対象者 28 名 (75.3±5.3 歳: 対象群) であっ




第 3 節 体格 
 
検討課題Ⅰ-1 (第 5 章) および検討課題Ⅰ-2 (第 6 章) における体格測定は、身長、体重および体脂肪率
の 3 項目、検討課題Ⅱでは身長、体重を測定し BMI を算出した。 
 
身長：身長は眼耳水平位の状態で床面から頭頂点までの垂直距離と定義して、身長計によって測定した。 





第 4 節 ADL (日常生活動作) 
 
日常生活動作 (ADL) に関する 12 項目によるアンケート調査は、検討課題Ⅰ-1 (第 5 章) および検討課題
Ⅰ-2 (第 6 章) で実施し、被験者の特性として用いた (表 4-1)。 
 
 
第 1 項 ADL 調査 
 
検討課題Ⅰ-1およびⅠ-2の被験者である心疾患維持期高齢者のADLを評価するために文部科学省のADL
調査を用いた (表4-1)。この調査は、移動系 (歩行、走行、移乗、階段昇降、運搬)、姿勢変換系 (起居、上
体起こし)、平衡系 (開眼片脚立ち、乗り物内立位保持、更衣)、および操作系動作 (ボタンの掛け外し、布
団上げ下ろし) の4領域から構成されており、自立生活に必要な生活動作の成就能力を12項目により評価し





第 2 項 ADL 調査手順および評価変数 
 












































































第 5 節 身体機能 
 
本節では、身体機能テストの選択、測定装置、測定手順および評価変数について説明する。 
検討課題Ⅰ-1 (第 5 章) では 8 項目の身体機能測定、検討課題Ⅰ-2 (第 6 章) では 6 項目の身体機能測定、
および検討課題Ⅱ (第 7 章) では 4 項目の身体機能測定をそれぞれ実施した。 
 
第 1 項 身体機能テストの選択 
 




項目は①握力 (筋力)、②上体起こし (筋持久力)、③長座体前屈 (柔軟性)、④開眼片足立ち (平衡性)、⑤10m
障害物歩行 (歩行能力)、⑥6 分間歩行 (全身持久力) の 6 項目である。新体力テスト以外の測定項目は、⑦
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Timed Up & Go：TUG (移動能力)、⑧座位ステッピング (敏捷性)、⑨5m 通常歩行時間 (歩行能力) の 3 項
目であった。検討課題Ⅰ-1 (第 5 章) の測定項目は、文部科学省の新体力テスト①握力、②上体起こし、③
長座体前屈、④開眼片足立ち、⑤10m 障害物歩行、⑥6 分間歩行と、⑦TUG および⑧座位ステッピングの
8 項目を選択した。検討課題Ⅰ-2 (第 6 章) の測定項目は、文部科学省の新体力テスト (6 項目) を選択し
た。検討課題Ⅱ (第 7 章) は、介護予防運動教室に参加している高齢者の運動効果の判定として実施してい
る身体機能テスト (4 項目) を選択した。測定項目は、①握力、②開眼片足立ち、③5m 通常歩行時間およ
び④TUG とした。 
検討課題Ⅰ-1 (第 5 章) および検討課題Ⅰ-2 (第 6 章) では、事前に新体力テストの「ADL によるテスト




第 2 項 測定装置 
 
1. 握力測定装置 
 握力測定は、スメドレー式握力計 (TKK5401, 竹井機器工業株式会社, 日本) を用いた (図 4-2-1)。 
              





                        
2. 長座体前屈測定装置 
長座体前屈の測定は、長座体前屈測定器 (EKJ091, EVERNEW 社製, 日本) を用いた(図 4-2-2)。 
 
   
 




 図 4-2-2.  長座体前屈測定器 
図 4-2-1. 握力測定器 
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第 3 項 身体機能テストの測定手順および評価変数 
 
1. 握力 (筋力)  
①握力計の指針が外側になるように持ち、人差し指の第 2 関節がほぼ 
直角になるように握りの幅を調節する。 
②直立の姿勢で両足を左右に自然に開き腕を自然に下げ、握力計を身 
体や衣服に触れないようにして力いっぱい握りしめる (図 4-3)。 
③評価変数は、左右 2 回ずつ測定し、左右の最高値の平均値を代表値 
とした。 
 





時の仰臥姿勢に戻す (図 4-4)。 
③評価変数は 1 回実施し 30 秒間に実施できた最大反復回数とした。 
 









(図 4-5) 。 
④評価変数は、初期姿勢時のスケールの位置から移動式バーが移動した 
移動距離を 2 回測定し大きい値を代表値とした。 
図 4-3. 握力測定 





図 4-4. 上体起こし測定 
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図 4-6. 開眼片足立ち測定 
図 4-7-1.  障害物 
















7. 座位ステッピング (敏捷性)  
①椅子の中央を中心に、足元に30cm幅のラインを引く。 






                 















                





9. 5m通常歩行時間 (歩行能力) 
①予備路として3mを測定区間5mの前後に加え、歩行路11mを通常歩行で歩かせた (図4-10)。 
②遊脚相にある足部が測定区間始まりのテープ (3m地点) を越えた時点から、測定区間終わりのテープ 




      















図 4-9.  TUG テスト 
3m 
図 4-9. TUG テスト歩行路 
3m 
(厚生労働省, 2012f) 
(厚生労働省, 2012f) 図 4-10. 5m 通常歩行歩行路 
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群間差および運動前後差は、一要因 (運動前後) にのみ対応のある二要因分散分析 (群×運動前後) を用い
た。変化率は、1 年後の測定値を運動前の測定値で除算して求めた。 
平均値の差の大きさは、効果の大きさ (ES：Effect Size)を算出し、検討した。ES の大きさの解釈には
明確な基準がなく、経験的な程度の解釈が利用されている。本研究では、z 検定の場合は Cohen (1988) に
基づき、標本平均間の差の検定 (F 検定) の場合は、水本と竹内 (2008) に基づきそれぞれ効果の大きさを
解釈した (第 3 章・第 5 項)。 
分散分析後の多重比較検定はいくつか提案されている。多重比較検定の一つである Tukey の Honestly 
Significant Differenc (HSD) 法を利用した。 
本研究全体を通して、統計的仮説検定の有意水準は 5%に設定した。また、解析には、SPSS 11.5 J for 
























心疾患維持期高齢者の身体機能を総合的に検証した研究は十分に行われていない。杉本ら (2012) が 1












第 2 節 方法 
 
第 1 項 被験者 
 
被験者は 167 名の心疾患維持期高齢者で、性別および年代別に 4 つのグループに分類した。被験者の詳
細は、第 4 章・第 2 節に示す通りである。被験者の年齢および体格は、表 5-1 に示す。被験者の 1 年間の
運動プログラムの参加日数は男性 (前期 45.9±16.1 日, 後期 43.2±17.9 日)、女性 (前期 45.2±19.5 日、後
期 44.6±18.7 日) で、脱落率は 7.7%であった。脱落した主な理由は①心疾患の病状が悪化、②関節疾患お
よび下肢筋力の低下により集団スポーツ運動療法の会場に通うことが難しくなった、③家庭の事情などで





第 2 項 集団スポーツ運動療法の運動プログラム 
 
 1 回の集団スポーツ運動療法の運動プログラムの詳細は第 3 章・第 4 節に示す通りである。 
 
第 3 項 測定および調査項目ならびに測定手順 
 
体格の測定手順の詳細は、第 4 章・第 3 節に示す通りである。 
ADL の詳細および調査手順の詳細は、第 4 章・第 4 節・第 1 項および第 2 項に示す通りである。 
身体機能の測定手順の詳細は、第 4 章・第 5 節・第 1 項および第 3 項に示す通りである。 
 
第 4 項 評価変数 
 
 身体機能の評価変数は、第 4 章・第 5 節・第 3 項に示す通りである。 
 
第 5 項 統計解析 
 
 統計解析の詳細は、第 4 章・第 6 節に示す通りである。 
 
 
第 3 節 結果 
 
 表 5-1 は、男女別、年代別の体格 (身長，体重，体脂肪率) および ADL 得点の平均値、標準偏差、二要
因分散分析および多重比較の検定の結果を示している。身長に有意な交互作用が認められ、身長は、前期
および後期高齢者ともに男性が女性より有意に高値を示し、女性では前期高齢者が後期高齢者より有意に















 表 5-2 は、身体機能各変数の性別、年代別 (前期および後期) の平均値、標準偏差、二要因分散分析およ
び多重比較検定の結果を示している。開眼片足立ちに交互作用が認められ、前期高齢者では、男性が女性
より有意に高値を示し、また、男性では前期高齢者が後期高齢者より有意に高値を示した。TUG および開








表 5-1 被験者の体格および ADL 得点の性別、年代別平均値、標準偏差、分散分析および多重比較検定 
　　　　　　　　　　　　　　　　分散分析
要因      　　　ｄｆ 　　　F  　ｐ     ｎ2 性 年代
身長(ｃｍ) 誤差 1 128.00 * 0.01 0.44 前期：男＞女 男：ns
男性 162.4 6.6 161.3 5.0 年代 1 12.33 * 0.01 0.07 後期：男＞女 女：前期＞後期
女性 155.0 5.4 150.4 3.7 交互作用 1 4.57 * 0.03 0.03
誤差 163
性別 1 23.17 * 0.01 0.12 男＞女
男性 56.3 6.9 59.6 7.5 年代 1 2.40 0.12 0.02
女性 52.4 5.5 52.6 8.4 交互作用 1 1.89 0.17 0.01
誤差 163
性別 1 94.41 * 0.01 0.39 男＜女 前期＜後期
男性 21.2 4.7 23.7 6.1 年代 1 11.73 * 0.01 0.07
女性 30.2 6.0 34.7 7.5 交互作用 1 0.99 0.32 0.00
誤差 151
ADL得点(点) 性別 1 19.65 * 0.01 0.11 男＞女 前期＞後期
男性 32.0 3.4 29.4 5.1 年代 1 16.46 * 0.01 0.09
女性 29.2 4.3 25.9 4.5 交互作用 1 0.21 0.65 0.00
誤差 163
　前期高齢者 　　後期高齢者 多重比較
    Ｍ　　　SD     Ｍ　　　SD






要因  　ｄｆ  　　　F  　ｐ     ｎ2 性 年度
握力(kg) 性別 1 203.36 * 0.01 0.56 男＞女 前期＞後期
男性 33.3 5.5 29.1 3.7 年代 1 25.38 * 0.01 0.14
女性 22.9 4.5 20.3 3.5 交互作用 1 1.47 0.23 0.01
誤差 163
上体起こし(回) 性別 1 9.30 * 0.01 0.05 男＞女 ns
男性 7.5 5.8 6.4 5.0 年代 1 0.11 0.75 0.00
女性 4.2 5.1 4.8 4.8 交互作用 1 1.11 0.29 0.00
誤差 161
性別 1 20.30 * 0.01 0.11 男＜女 前期＞後期
男性 28.4 8.4 25.7 10.2 年代 1 7.98 * 0.01 0.05
女性 35.8 8.3 30.8 7.5 交互作用 1 0.66 0.42 0.00
誤差 163
性別 1 2.28 0.13 0.03
男性 85.7 41.5 41.6 42.9 年代 1 18.27 * 0.01 0.01
女性 60.9 47.7 45.4 43.6 交互作用 1 4.19 * 0.04 0.03
誤差 163
性別 1 13.26 * 0.01 0.08 男＜女 前期＜後期
男性 5.9 1.2 7.4 2.0 年代 1 33.24 * 0.01 0.17
女性 6.9 1.2 8.3 1.7 交互作用 1 0.06 0.82 0.00
誤差 163
性別 1 9.98 * 0.01 0.06 男＞女 前期＞後期
男性 595.1 77.3 539.5 60.3 年代 1 28.09 * 0.01 0.16
女性 562.8 58.0 502.9 73.4 交互作用 1 0.04 0.85 0.00
誤差 149
 TUG(秒） 性別 1 1.70 0.19 0.01 ns 前期＜後期
男性 5.5 0.8 6.5 1.2 年代 1 30.54 * 0.01 0.16
女性 5.8 0.9 6.5 0.9 交互作用 1 1.02 0.32 0.00
誤差 163
性別 1 6.54 * 0.01 0.04 男＜女 前期＞後期
男性 33.3 7.5 30.2 5.4 年代 1 7.34 * 0.01 0.04
女性 34.6 4.4 33.2 4.4 交互作用 1 0.97 0.33 0.00
誤差 163








    Ｍ　　　SD     Ｍ　　　SD
表 5-2. 身体機能各変数の性別、年代別平均値、標準偏差、分散分析および多重比較検定 
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第 4 節 考察 
 
 握力および上体起こしは、一般に男性が女性より優れる (Valour et al., 2003; Kanehisa et al., 2004; 首
都大学東京体力標準値研究会, 2007; Ota et al., 2012)。本研究では、握力および上体起こしは、男性が女性
より優れ、年代差では、握力は男女ともに前期高齢者が後期高齢者より優れたが、上体起こしは有意差が




調査結果の標準値に比べて (男性:12.7, 女性: 7.6) 低すぎたので、後期高齢者で低下しなかったのかもしれ
ない (文部科学省, 2012)。この問題に関しては、今後は縦断的データにより検討する必要があろう。  
6 分間歩行および 10m 障害物歩行は男性が女性より優れ、男女ともに前期高齢者が後期高齢者より優れ




れた。下肢の敏捷性は適度な運動刺激により改善がみられる (Batista et al., 2009)。本研究で女性が優れた
理由の一つとして、定期的な運動療法の強度が女性に適した可能性がある。集団スポーツ運動療法以外の
運動や家事の多寡も影響しているのかもしれない。今後これらの要因も含めて検討する必要があろう。 
TUG に性差はなく前期高齢者が優れた。TUG は、高齢者の歩行能力、下肢筋力、バランス能力 (平衡性) 
および ADL を反映し (Podsiadlo and Richardson, 1991; Samson et al., 2000; Bischoff et al., 2001)、転倒
予測の指標である (Shumway-Cook et al., 2000)。本研究の対象は、TUG のカットオフ値 13.5 秒よりかな
り速いと判断される。島田ら (2006) は、健常高齢者 (平均年齢 74.8 歳) を対象に TUG テストを実施した
結果、すべての年代で男性が女性に比べて優れ、男女ともに加齢に伴い TUG 成就能力の衰退が認められた
と報告している。つまり、性差に関しては結果が異なった。TUG テストでは、座位姿勢から立ち上がり、




開眼片足立ちは、一般に加齢とともに低下し男性が女性より優れる (Cooper et al., 2011)。開眼片足立ち
の測定は立位姿勢で行われるため、下肢筋力や歩行能力とも密接な関係がある(Herman et al., 2005; Hess 
and Woollacott., 2005; 猪飼ら, 2006)。本研究では、開眼片足立ちは、男女のいずれの年代においても 30
秒以上実施することが可能で、女性は年代差が認められなかったが、男性は後期高齢者が前期高齢者より







柔軟性は、一般に女性が男性より優れる (Riemann et al., 2001; Gusi et al., 2012)。一方で、柔軟性の加
齢に伴う低下は、平衡性、敏捷性および全身持久力に比べて小さいとの報告がある (Pereira and Baptista., 
2012; 丸山ら, 2004)。本研究結果では、長座体前屈は、前期および後期高齢者ともに女性が男性より優れ、
男女ともに前期高齢者が後期高齢者より優れた。年代差は、Pereira and Baptista (2012) および丸山ら 
(2004) の報告と異なった。つまり、有酸素運動、卓球およびソフトテニスを含む集団スポーツ運動療法の
運動プログラムは、加齢による柔軟性の低下を抑制できない可能性が考えられる。 














1.  集団スポーツ運動療法に 1 年間参加した心疾患維持期高齢者の身体機能特性は男女で異なり、筋力、筋
持久力、全身持久力および歩行能力は男性が優れ、柔軟性および敏捷性は女性が優れる。 
 




                                              
 
 














第 1 節 緒言 
 
重篤な心疾患の既往を有する高齢者は、健常者に比べて長寿であっても健康に対する不安が大きく、生




















第 2 節 方法 
 
第 1 項 被験者 
 
被験者は、第 5 章 (検討課題Ⅰ-1)と同じ 167 名の心疾患維持期高齢者で、性別および年代別に 4 つの
グループに分類した (第 5 章・第 2 節第・1 項参照)。 
 
第 2 項 測定および調査項目ならびに測定手順 
 
身体機能の測定手順の詳細は、第 4 章・第 5 節・第 1 項および第 3 項に示す通りである。 
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第 3 項 評価変数 
 
 身体機能の評価変数は、第 4 章・第 5 節・第 3 項に示す通りである。 
 
第 4 項 統計解析 
 
 統計解析の詳細は、第 4 章・第 6 節に示す通りである。 
 
 
第 3 節 結果 
 
 男女別の年齢、体格 (身長，体重，体脂肪率)、および ADL 得点は第 5 章 (検討課題Ⅰ-1) の第 3 節に示
す通りである。 





















         標準値
     M     SD     M     SD        (前期/後期)
男性 33.3 5.5 29.1 3.7 (37.2/35.2)
女性 22.9 4.5 20.3 3.5 (23.5/21.9)
男性 7.5 5.8 6.4 5.0 (12.7/10.8)
女性 4.2 5.1 4.8 4.8 (7.6/6.7)
男性 28.4 8.4 25.7 10.2 (35.9/35.2)
女性 35.8 8.3 30.8 7.5 (39.9/38.2)
男性 85.7 41.5 41.6 42.9 (71.3/57.0)
女性 60.9 47.7 45.4 43.6 (67.8/50.2)
男性 5.9 1.2 7.4 2.0 (6.6/7.0)
女性 6.9 1.2 8.3 1.7 (7.4/8.2)
男性 595.1 77.3 539.5 60.3 (592.9/565.9)










表 6-1. 身体機能各変数の性別、年代別平均値、標準偏差および標準値 
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表 6-2-1 は男性心疾患維持期高齢者、表 6-2-2 は女性心疾患維持期高齢者の身体機能各変数の年代別平均



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































第 4 節 考察 
 
第 1 項 標準値との比較 
 
前期高齢者では、男女とも上体起こしは標準値の 60%以下であったが、握力 (女性除く)、長座体前屈、
および開眼片足立ち (男性除く) は、やや低く 79～90%程度、6 分間歩行は同等、10m 障害物歩行は 111
～117%と標準値に比べてやや高かった。後期高齢者では、男女とも上体起こしは 71%以下で、6 分間歩行
表 6-3. 身体機能各変数の比率での性別、年代別平均値、標準偏差、二要因分散分析および多重比較検定 
M SD M    SD  要因 df      F 値 p 値  η 2   性差 年代差
性差 1 14.04 * 0.01 0.08
0.89 0.15 0.83 0.11 年代差 1 5.49 * 0.02 0.03 男性＜女性 前期 > 後期
0.97 0.19 0.93 0.16 交互作用 1 0.21 0.65 0.00
誤差 163
性差 1 0.15 0.70 0.00
0.59 0.45 0.59 0.46 年代差 1 0.72 0.40 0.00
0.55 0.67 0.71 0.72 交互作用 1 0.72 0.40 0.00
誤差 161
性差 1 5.84 * 0.02 0.04
0.79 0.23 0.73 0.29 年代差 1 4.28 * 0.04 0.03 男性＜女性 前期 > 後期
0.90 0.21 0.81 0.20 交互作用 1 0.15 0.70 0.00
誤差 163
性差 1 0.31 0.58 0.00
1.20 0.58 0.73 0.75 年代差 1 3.93 * 0.05 0.02
0.90 0.70 0.90 0.87 交互作用 1 4.10 * 0.04 0.03
誤差 163
性差 1 0.20 0.66 0.00
1.17 0.26 1.00 0.21 年代差 1 14.52 * 0.01 0.08 前期 > 後期
1.11 0.17 1.03 0.20 交互作用 1 2.31 0.13 0.01
誤差 163
性差 1 0.59 0.44 0.00
1.00 0.13 0.95 0.11 年代差 1 5.40 * 0.02 0.04 前期 > 後期





前期高齢者 後期高齢者 分散分析             多重比較検定
握力 (kg)
















  後期: ns      女性: ns
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および 10m 障害物歩行はほぼ同等であったが、他の身体機能は 73～93%とやや低かった。つまり、上体起
こしおよび長座体前屈では、本研究の前期および後期高齢者は男女とも一般高齢者 (標準値) より劣ったが、




上回る人数の割合を検討し、男女とも 10m 障害物歩行は 50%以上の者が、また握力および長座体前屈は
25%近くの者が標準値を上回ったと報告している。本研究の結果、10m 障害物歩行は、黒瀬ら (2009) の
報告と類似しており、必ずしも心疾患維持期高齢者が一般高齢者より劣らないことが確認された。本研究
の対象者は、6 分間歩行を 1 年間、毎回の運動プログラムで実施しており、結果として歩行能力や全身持久
力が改善し、一般高齢者と同程度まで回復したものと考えられる。 
高齢者はレジスタンス運動により筋力が改善すると報告されている (Martins et al., 2013)。本研究では、
レジスタンス運動を毎回の運動プログラムに取り入れなかった。よって、筋力の改善はなく標準値より劣
ると推測される。また上体起こしは、筋持久力の指標の一つであり、筋力と同様に加齢に伴い低下する 
(Kanehisa et al., 2004; Ota et al., 2012) 。村田ら (2010) は、健常高齢者を対象に上体起こしの不可能な
人達は、可能な人達に比べ長座体前屈が劣ったと報告している。本研究の結果でも上体起こしおよび長座
体前屈は、ともに標準値より劣る結果となった。 
平衡性は、他の身体機能に比べて加齢に伴う低下が著しい (Cooper et al., 2011) 。木村ら (1989) は、
高齢者の開眼片足立ちテストは、個人差が大きく信頼性が低いと報告している。本研究でも、開眼片足立
ちが 120 秒可能な者と 10 秒以下の者をあわせた人数が半数を占め、個人差が大きかった。高齢者の場合、
開眼片足立ちは片足立ちで立つことによる下肢筋力の重要性が増すことから、下肢筋力の低下が開眼片足














様であった。性差では、長座体前屈および開眼片足立ち (後期) が実測値での比較 (検討課題Ⅰ-1) と同様
で、握力、上体起こし、開眼片足立ち (前期)、10m 障害物歩行および 6 分間歩行は異なった。  




は、本研究の心疾患維持期女性高齢者が優れており、同年代の一般女性 (標準値) とほとんど差がなかった 
(男性89%と83% vs 女性97%と93%) ことによると考えられる。また、性差が認められなかった4項目に関
しても、上体起こしを除いては、同年代の一般女性高齢者と同程度の身体機能を有していると判断される。












1. 集団スポーツ運動療法に 1 年間参加した心疾患維持期高齢者の歩行能力および全身持久力は、男女と
も同年代の一般高齢者の標準値に比べて同等もしくは優れ、筋持久力および柔軟性は劣る。 
 





                             
 
 








第 1 節 緒言 
 








本章では、第 5 章および第 6 章 (検討課題Ⅰ-1およびⅠ-2) の被験者とは異なる介護予防運動教室に参加
した二次予防事業対象者を対象とした。二次予防事業対象者は一次予防事業対象者より運動が必要にもか
かわらず、効果的な運動を実施できていない面がある。よって現行の運動プログラムによる一次・二次予
防事業対象者の身体機能の変化をより長い運動介入期間 (1 年) で比較し、運動プログラムの有用性を検証






第 2 節 方法 
 
第 1 項 被験者 
 
被験者は、第 4 章・第 2 節に示す通りである。各群の年齢および体格は表 7-1 に示す。一次予防事業対
象者および二次予防事業対象者における年齢および体格の平均値に有意差はなかった． 
諸外国では虚弱の指標が提案されており、Fried et al. (2001) の虚弱の定義が最も利用されている。虚弱
(Frail) は、1) 体重減少、2) 主観的活力低下、3) 握力の低下、4) 歩行速度の低下および 5) 活動度の低下
の 5 項目のうち 3 項目以上に該当する者、虚弱予備 (Pre-Frail) は、前述の 5 項目のうち 1 もしくは 2 項
目に該当する者と定義している。本研究の全ての二次予防事業対象者は、全員虚弱予備 (Pre-Frail) に該当
















第 2 項  運動プログラム 
 
1 回の介護予防運動教室の運動療法の運動プログラムの詳細は第 3 章・第 4 節に示す通りである。 
 
第 3 項 測定項目および測定手順 
 
体格の測定手順の詳細は、第 4 章・第 3 節に示す通りである。 
身体機能の詳細は、第 4 章・第 5 節・第 1 項および第 3 項に示す通りである。 
 
第 4 項 評価変数 
 
身体機能の評価変数の詳細は、第 4 章・第 5 節・第 3 項に示す通りである。 
 
第 5 項 統計解析 
 
 統計解析の詳細は、第 4 章・第 6 節に示す通りである。 
表 7-1.  各群における運動介入前の年齢、身長、体重および BMI 指数および平均値の比較 
年齢(歳） 75.3 5.3 78.2 6.4 1.86 0.07 0.50
身長(cm) 152.3 4.1 150.0 5.5 1.78 0.08 0.47
体重(kg) 50.9 5.6 48.7 7.2 1.28 0.21 0.34
BMI指数 21.8 2.5 21.7 3.1 1.53 0.95 0.41
      M: 平均値，SD: 標準偏差，ES: 効果量，*: p＜0.05（両側検定）
 一次予防事業対象者 二次予防事業対象者
　　  t値 p     ES    M         　　SD    M          　　 SD
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第 3 節 結果 
 
表 7-2 は、各身体機能の群および運動前後別の平均値、標準偏差、二要因分散分析および多重比較検定の




時間は、運動前後要因に有意な主効果が認められ、両群の平均値は運動前と比べ 1 年後に有意に短縮した。 
 
 







   　 M           　　SD   　　 M         　　SD　 要因     ｄｆ  F  ｐ   ｎ2 群 運動前後
握力(kg) 群 1 2.86 0.09 0.05
運動前 19.2 4.6 17.3 4.6 誤差 54 40.26
1年後 19.2 4.6 17.1 4.4 運動前後 1 1.30 0.58 0.01
交互作用 1 0.34 0.56 0.01
誤差 54 1.50
群 1 8.91 0.01* 0.14 一次＞二次
運動前 31.3 23.0 15.2 13.6 誤差 54 702.36
1年後 33.6 22.8 19.8 19.3 運動前後 1 3.29 0.07 0.06
交互作用 1 0.38 0.53 0.01
誤差 54 101.06
群 1 3.42 0.07 0.06  運動前＞1年後
運動前 4.4 0.7 4.8 1.2 誤差 54 1.47
1年後 3.9 0.7 4.3 1.0 運動前後 1 21.62 0.01* 0.29
交互作用 1 0.26 0.60 0.01
誤差 54 0.33
 TUG(秒） 群 1 8.23 0.01* 0.13 一次＜二次  二次：運動前＞1年後
運動前 7.2 1.6 8.9 2.5 誤差 54 6.12 　一次： ns
1年後 7 1.6 8.0 1.7 運動前後 1 10.42 0.01* 0.16
交互作用 1 4.43 0.04* 0.08
誤差 54 0.77
注）M: 平均値，SD: 標準偏差，df: 自由度，η 2: 効果量，*: p＜0.05（両側検定）
 開眼片足立ち(秒)
5m通常歩行時間(秒)





第 4 節 考察 
 
下肢筋力および歩行能力は、要介護の程度を評価する上で重要であり、筋量の減少、移動能力および平
衡性の低下が高齢者の虚弱化と関連していることが報告されている (Singh et al., 2006; Ferrucci et al., 
2004)。握力は簡便で安全な筋力の測定項目であり、背筋力や下肢筋力と強い関係がある (Visser et al., 
2005)。また、Al Snih et al. (2004) も、握力は ADL 障害の独立予測因子で、ADL のリスク評価に有効で
あると報告している。つまり、握力は、全身の筋力を反映する指標であり、その有効性や測定の意義が報
告されている。加えて、Guralnik et al. (1993) および Visser et al. (2005) によると、移動能力の制限 











Bohannon et al. (1984) は、開眼片足立ちテストの保持時間は、60 歳代から低下し、70 歳代では更に顕
著に低下したと報告している。Lord et al. (1995) は、60～85 歳の地域在住高齢者に 1 時間、週 2 回の筋
力運動とバランス運動を 1 年間実施した結果、静止立位時の重心動揺に有意な改善が認められたと報告し
ている。門屋と丸山 (2009) も、継続年数 3 年以上の筋力アップ教室参加者 (平均年齢 72.4 歳) の下肢筋
表 7-3. 各群における身体機能各変数の変化率の平均値、標準偏差および t 検定結果 
 
握力 1.01 0.88 1.00 0.12 0.25 0.80 0.07
開眼片足立ち 1.30 0.90 1.50 1.10 0.53 0.59 0.14
5ｍ通常歩行時間 0.88 0.14 0.94 0.20 1.30 0.20 0.35
TUG 0.99 0.17 0.91 0.12 2.01 0.04* 0.54
　　　　M: 平均値，SD: 標準偏差，ES: 効果量，*: p＜0.05
運動開始時を１とする
一次予防事業対象者 二次予防事業対象者
　　 t値 p       ES
　  M　　　　　　SD 　   M　　　　　 SD
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歩行能力は、男性が 75 歳以上から、女性が 60 歳代から低下し、女性の方が男性より機能低下の開始が
早いことが報告されている (丸山ら, 2004)。歩行能力は、Instrumental activity of daily living (IADL)、







よび妥当性が高いことが報告されている  (Podsiadlo and Richardson, 1991; Samson et al., 2000) 。本研
究の結果では、TUG は運動プログラム前後において、二次予防事業対象者が一次予防事業対象者より劣っ
たが、二次予防事業対象者のみ 1 年後に改善した。変化率でも二次予防事業対象者が一次予防事業対象者
より有意に改善した。Hess and Woollacott (2005) は、75 歳以上の地域高齢者に下肢筋力運動を 10 週間
実施した結果、Berg のバランスのスケールと TUG が改善したと報告している。滝本ら (2009) は、地域
高齢者 (平均年齢 77.8 歳) を対象に 週 2 回、3 カ月間、自重・重錘バンドを用いた筋力運動を実施した結



















































検討課題Ⅰ-1およびⅠ-2の被験者は、集団スポーツ運動療法を 1 年間、週 2 回参加した心疾患維持期高
齢者で、身体機能測定および ADL 調査を実施した。検討課題Ⅱでは、介護予防運動教室に 1 年間、週 1 回
参加した一次・二次予防事業対象者で身体機能測定を実施した。第 2 章では、文献研究を通して検討すべ
き問題や仮説を明確にし、第 3 章では 3 つの検討課題を設定した。第 4 章では、被験者、測定・調査項目、
および測定・調査方法などを決定した。第 5 章 (検討課題Ⅰ-1) では、1 年間の定期的な運動療法に参加し
た心疾患維持期高齢者を対象に、身体機能の性差および年代差を検討した。第 6 章 (検討課題Ⅰ-2) では、
第 5 章 (検討課題Ⅰ-1) と同じ被験者を対象に身体機能測定値を標準値と比較し、身体機能における標準値
に対する比率での性差および年代差を検討した。第 7 章 (検討課題Ⅱ) では、1 年間の介護予防運動教室プ
ログラムへの参加が二次予防事業対象者の身体機能に及ぼす影響を一次予防事業対象者との比較から検討
した。 





第 2 節 各検討課題の結果および仮説の検証 
 
第 5 章～第 7 章において検討課題を検討した結果、本研究における仮説は以下のように検証された。 
 
検討課題Ⅰ-1 定期的な集団スポーツ運動療法に 1 年間参加した心疾患維持期高齢者の身体機能の性差お
よび年代差（第 5 章） 
・仮説Ⅰ-1-1：定期的な集団スポーツ運動療法に 1 年間参加した男性心疾患維持期高齢者は、握力 (筋力) が
女性高齢者は長座体前屈 (柔軟性)が優れ、上体起こし (筋持久力)、開眼片足ち (平衡性)、10m
障害物歩行 (歩行能力)、6 分間歩行（全身持久力）、TUG (移動能力) および座位ステッピン
グ (敏捷性) には性差がない。 
【結果】 
定期的な集団スポーツ運動療法に 1 年間参加した心疾患維持期高齢者において、TUG および開眼片足
立ち (後期) を除く全ての項目で有意な性差が認められ、握力、上体起こし、開眼片足立ち(前期)、 10m
障害物歩行、6 分間歩行は男性が、長座体前屈および座位ステッピングは女性が優れた。 
従って、仮説Ⅰ-1-1 は、握力、開眼片足立ち(後期)、長座体前屈および TUG の項目で採択され、上体






立ち (女性) を除いて年代差が認められ、握力、長座体前屈、開眼片足立ち (男性)、10m 障害物歩行、6
分間歩行、TUG および座位ステッピングは前期高齢者が後期高齢者より優れた。 
従って、仮説Ⅰ-1-2は、握力、長座体前屈、開眼片足立ち(男性)、10m 障害物歩行、6 分間歩行、TUG
および座位ステッピングの項目で採択され、上体おこしおよび開眼片足立ち (女性) の項目で棄却された。 
 
検討課題Ⅰ-2 標準値との比較からみた定期的な集団スポーツ運動療法に 1 年間参加した心疾患維持期高
齢者の身体機能の性差および年代差（第 6 章）            
・仮説Ⅰ-2：定期的な集団スポーツ運動療法に 1 年間参加した心疾患維持期高齢者の 10m 障害物歩行 (歩行
能力) および 6 分間歩行 (全身持久力) は、男女とも、また、前期および後期高齢者ともに一般
高齢者 (標準値)と同等以上であり、握力 (筋力)、上体起こし(筋持久力)、開眼片足立ち(平衡性)









従って、仮説Ⅰ-2 は、上体起こし、長座体前屈、10m 障害物歩行および 6 分間歩行の項目で採択され、
握力、開眼片足立ちの項目で棄却された。 
 
検討課題Ⅱ 介護予防運動教室の運動療法に 1 年間参加した二次予防事業対象者における身体機能の変
化：一次予防事業対象者との比較から（第 7 章） 
・仮説Ⅱ-1：介護予防運動教室の運動療法に 1 年間参加した二次予防事業対象者の握力 (筋力)、開眼片足
立ち (平衡性)、5m 通常歩行時間 (歩行能力) および TUG (移動能力) は向上する。 
【結果】 
介護予防運動教室の運動療法の 1 年間の参加により 5m 通常歩行時間は両群とも、TUG は二次予防事業
対象者のみ運動プログラムにより改善され、握力および開眼片足立ちは改善されなかった。 
従って、仮説Ⅱ-1は、5m 通常歩行時間および TUG の項目で採択され、握力および開眼片足立ちの項目
で棄却された。 
 
・仮説Ⅱ-2：介護予防運動教室の運動療法に 1 年間参加した二次予防事業対象者における握力 (筋力)、開
眼片足立ち (平衡性)、5m 通常歩行時間 (歩行能力) および TUG (移動能力) の変化率は一次
予防事業対象者より大きい。 
【結果】 
介護予防運動教室における運動療法の 1 年間の変化率は、TUG のみ二次予防事業対象者が一次予防事業
対象者より大きかった。 


















1.  集団スポーツ運動療法に 1 年間参加した心疾患維持期高齢者の身体機能は、男女で異なり、筋力、
筋持久力、全身持久力、平衡性 (前期) および歩行能力は男性が優れ、柔軟性および敏捷性は女性が優
れる。移動能力および平衡性 (後期) は性差がない。 
2.  集団スポーツ運動療法に 1 年間参加した心疾患維持期高齢者の前期高齢者は、後期高齢者に比べ男
女とも筋力、柔軟性、歩行能力、全身持久力、敏捷性および移動能力が、平衡性は男性のみ優れる。
平衡性 (女性) および筋持久力は年代差がない。 
 
検討課題Ⅰ-2 




2.   標準値との比較からみた集団スポーツ運動療法に 1 年間参加した心疾患維持期高齢者の身体機能は、
男女で異なり、筋力および柔軟性は女性が優れ、筋持久力、平衡性、歩行能力および全身持久力には
差がない。 
3.  集団スポーツ運動療法に 1 年間参加した心疾患維持期高齢者の前期高齢者は後期高齢者に比べ男女






2.   一次および二次予防事業対象者ともに 1 年間の運動プログラムにより歩行能力が改善する。 
3.  二次予防事業対象者のみ移動能力に改善が認められ、介護予防運動教室の運動効果が実証され、運
動効果は一次予防事業対象者より大きい。 
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